



著者 千葉  啓之助, 川端  望



















































GRADUATE SCHOOL OF ECONOMICS AND 
 MANAGEMENT TOHOKU UNIVERSITY 









千葉啓之助 i・川端望 i i 
                                                        
i 地域産業復興調査研究プロジェクト。  
i i 東北大学大学院経済学研究科・教授。  
 










Ⅱ 調査方法  
 調査方法は，次のとおりとした。  
（１）調査対象  
 調査対象事業者数は，石巻市及び女川町の水産加工業等（一部サービス産業を










Ⅲ 調査結果の概要  
 調査結果の概要はつぎのとおりである。   
（１）産業分類  
 調査した被災事業者 16 の分類は，水産加工業 10，製造業 2，サービス業 4（う
ち 3 は水産加工業関連サービス業）である。なお兼業事業者の場合は，分類区分
は代表する事業をとりあげた。   
（２）資本金と従業員の規模：  
 資本金規模は，300 万円 1，1000 万円～4000 万円の被災事業者が多く 12，6000
万円 1，1 億円前後 2 である。従業員規模は，4 人 1,10 人～50 人の被災事業者が
多く 13，60 人 1，最大 100 人 1 である。  
（３）被災概況：   
 建屋・設備の全壊，流出が水産加工業 8，製造業 2，サービス業 3 で計 13，建
屋・設備半壊が水産加工業 2，サービス業 1 で計 3 であり，全壊，流出が多かっ
たことが分かる。  
（４）事業再開  
 １）自社工場設備の復旧による事業開始の状況  
 震災年の末に工場竣工し，事業開始したもの 1，震災年の末に着工，翌年 2012
年に事業開始したもの 1，2012 年に着工して 2012 年～2014 年に事業開始したも
の 13 である。なお，グループ補助金の交付が決定しているが，土地区画整理のた
め，未着工で事業開始が遅延している事業者が 1 となっている。  
 なお，自社工場設備により事業開始した被災事業者計 15 のうち，自社工場建設
に先行して，商品の一部を賃借工場で製造を継続した事業者が 2，委託による生
産を継続した事業者が 2 である。  
 また同じ 15 のうち，工場設備の復旧に加え，他の水産商品分野に新規参入を目
的に工場設備を増設した事業者が 1，増設を計画する事業者が 1，水産加工品の輸
送サービスを継続するほかに水産加工品以外の輸送分野に進出した事業者が 12
である 2。  
２）売上規模の水準   
 売上規模が震災前以上が 2，震災前と同等が 7，震災前規模に満たないものが 4，




 震災時に加入していた被災事業者が 11，加入していなかった事業者が 4，未回
答が 1 となっている。  
 
Ⅳ 国や県による復旧復興に関る補助金交付などの主な支援策  
 聞き取り調査になかで，以下の主な支援策の実施状況を把握した。  
 第一に，認定復旧資金の 4 分の 3 を補助する，「中小企業等グループ補助金によ








によって広範に利用された。    
 
Ⅴ 個別事例の調査結果について  











事例１ Ａ社（石巻市。対応者：社長）  
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1．会社概要   
 事業内容は水産加工品製造である。資本金は１億円未満。法人設立は 1980 年代
であるが，創業は 1940 年代。現在の従業員は 100 名，震災前は 140 名前後であっ



















（１）復旧事業活動   


























事例２ B 社（石巻市。対応者：社長，取締役兼経理部長）  
１．会社概要  
 主な事業内容は水産加工製品製造である。資本金は 3000 万円未満。法人設立は
1950 年代であるが，創業は 1930 年前半である。現在の従業員は 20 名余，震災前
は 10 名余となり倍増している。売り上げ規模は震災前の 4 億円余を超え，現在は
7 億円前後とおよそ 60％の増加となった。地震保険は，震災後に加入した。  
 
２．震災前の事業内容  











入ルートは確保されているが，既存顧客への供給はおよそ 2 ヶ月中断した。  
 
４．事業の再生活動とその過程と現状  



















事例３ C 社（石巻市。対応者：社長）  
１．会社概要  




















（１）復旧事業活動   
 被災から数ヶ月して，早期に復旧した近隣にある同業者の工場を貸借し，製造
を開始し，供給を開始した。2012 年には，グループ補助金認定をうけて，自社工







事例４ Ｄ社（石巻市。対応者：取締役兼工場長）  
１．会社概要  
 事業内容は，食料品の中の一般製造品８ ）の製造である。設立は 1980 年，資本
金はおよそ 3000 万円代の半ば。売上は現在 2 億円半ばで，震災前の半数に達して
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 主要商品は調味料 (主に魚卵用 )，業務用の一般製造品，具体的にはパエリア，
真鱈子の加工品，その他 -各種惣菜魚加工品，惣オゾン食品菜，マリネ類等である。  
 
３．大震災被害の概況  













事例５ Ｅ社（石巻市。対応者：社長）  
1．会社概要  
 主な事業内容は水産加工品製造業。資本金はおよそ１億円，法人設立は 1960
年代半ばである。年間売上規模は，2015 年 3 月で震災前 50 億円前後の水準を達
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 建屋・主要設備は全壊，流出。供給中断。被災規模は 10 億円前後を越えた。  
 






















事例６ Ｆ社（石巻市。対応者：社長）  
 面談時間の調整つかず，やむなく電話による聞き取り調査とした。  
１．会社概要  






















     
事例７ Ｇ社（石巻市。対応者：社長）  
1．会社概要  











 設備は殆ど損壊。在庫を含め，すべてが流出。震災年 5 月頃から供給開始。  
 
４ .事業の再生活動とその過程並びに現状  
（１）復旧事業活動  
 たらこの仕入れ規模は震災前のおよそ 150 トンに対し震災後の現在は 100 トン
程度。工場を賃借し生産再開。グループ補助金支援認定後，工場再建に着手した。
2014 年本格的生産再開。  
（２）復興事業活動  
 新商品開発力の育成と個人向けインターネットショップの拡大を図る。  
 
事例８ Ｈ社（石巻市。対応者：社長）  
1．会社概要  
 事業分類は水産加工業である。資本金は 3 千万円半ば，法人設立は，1970 年代
半ばである。年間売上規模は，震災前 19 億円半ばに対し，震災年 2011 年は，お
よそ 10 億円前後に大幅減少したが，その後，次第に回復し，2014 年には震災年
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もので約 40 社 -第 1 及び 2 工場にて製品加工―検査（自主検査，外部検査による
衛生管理，販売先約 50 社である。  






   
４．事業の再生活動とその過程並びに現状  
（１）復旧事業活動  
 震災後およそ，3 ヶ月後の 2011 年８月から塩釜の賃借工場で操業再開，一方，
石巻市本社工場の建設に着手。本社工場 2012 年に操業開始。  
（２）復興事業活動  
 早期の事業再開により取引先（主に中央市場）を減らすことなく 2014 年には震
災前と同水準を売上回復。  
 
事例９ Ｉ社（石巻市。対応者：社長）  
１．  会社概要  
 事業内容は，主に水産物の輸入販売事業。輸入先は欧州南西部国。資本金はお





















（１）復旧事業活動   





 営業 2 名増増員し，新規水産加工事業の開拓を推進する。  
 
事例 10 Ｊ社（石巻市 対応者：社長）  
１．会社概要  











要サービスは，急速冷凍水産物卸。   
 
３．大震災による被災の概況  




 震災年５月から鮮魚卸部門を再開し，保険金で在庫品流出損失を処理した。  
 支援機構による債務買取りは受けていない。  
（２）復興事業活動  
 2012 年 11 月に工場を建設し，現在の石巻魚町加工団地に移転。事業集約した。  
 今後の経営の基本は，石巻港前浜物を主体に卸し事業を推進する。  
 





る。従業員は 60 名。地震保険（地震，噴火，津波）には加入していない。  
 
２．震災前の事業内容  




 生鮮魚，冷凍魚のチルド全国配送。本社 (石巻，気仙沼営業所拠点に全国配送 -
宮古，釜石，大船渡，相馬で水揚げされた沿岸部の生鮮魚，水産加工品を北陸，
中京，関西，九州に配送。  
（２）  冷凍冷蔵業と保税置場業 (賃貸 )         
 事業の基本工程は，荷受け（60％が輸入品）－さんま，サバ，ニシン，イカ，
かつを，サケ－冷凍庫・冷蔵庫 -冷凍車―荷捌き―輸送―荷卸し。主要設備は，（作
業ヤード，冷凍庫・冷蔵庫，保税置場業 (賃貸 )，建屋，トラック 60 台，フォーク
リフト 10 台。主要製品は鮮魚（チルド，冷凍）の全国配送サービス。  
 
３．大震災による被災の概況  




     
４．事業の再生活動とその経過並びに現状  
（１）復旧事業活動   
















およそ 3000 万円。法人設立は，1980 年代半ばである。創業は 1960 年代末。年間
売上は，震災前の最大 50 億円前後の規模に対し，約 10 億円規模に激減している。

































事例 13 Ｍ社（女川町。対応者：社長）  
1．会社概要  
 事業内容は，発泡スチロール製魚類包装箱に客先名など指定仕様を印字して販











 建屋・印字など加工機器及び在庫品はすべ流出した。  
















事例 14 Ｎ社（女川町。対応者：社長）  
１．会社概要  
 事業内容は水産加工品製造業。資本金はおよそ 3000 万円余，法人設立は，1990







品は昆布巻き類。    
 
３．大震災被災の概況  




 石巻地域の工場を賃借し，震災年 7 月から製造再開した。自社工場は，2014 年




に渡航調査した。今後の売上は震災前をこえて 1 億円を目指す。  
 





観光旅館を経営。資本金はおよそ 1000 万円，法人設立は，1990 年，創業は 1950












 スーパーマーケットの要員 20 名余は一時解雇とした。津波により役員 4 名（肉












域開発 (仕事起こし )を計画する。  
    




 事業内容は葬祭業。資本金はおよそ 300 万円で，設立は，1978 都市。年間売り





















 2015 年 12 月末には，仮設商店の多くは，女川駅前プロムナードに移転する  
予定。  






Ⅵ おわりに  
 
16 社の調査一覧表を以下にまとめた。  
 
〔本調査の概況一覧表〕  
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12 ▽  ○  ○  ○  ○  × ―  
未達  約

















15 ◎  
○認
定済   


























 第 2 に，グループ補助金とともに，施設・設備整備支援貸付，震災支援機構に
よる再生支援が活用された事例が多いということである。とくに施設・設備整備
支援貸付はすべての事例で活用されており，グループ補助金の事業経費のうち補
助されない 4 分の 1 の部分について借り入れが行われたと考えられる。 

















































































弁は県が行う。事業経費の３ /４（国が１ /２，県が１ /４）を補助する。  
２）「被災中企業施設・設備，整備支援」：被災した中小企業に対する金利免除，融資期間













５）バーダー (BAADER)：頭取り，三枚おろし機械のこと。  
６）前浜物：一般には，地域の中央市場に水揚げされる魚類を意味する。  








ハラ―ル協会ウェブサイト（ http://www.jhalal.com/halal）を参照（ 2016 年 2 月 3 日
閲覧）。  
